
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。

　令和４年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は歳入総額２１５億３，６１２万７千円、歳出総額２１２億１，２９５万４千円で、翌年度への繰越財源１，９８２万６千円
を除いた実質収支額は３億３３４万７千円となりました。
　特別会計は、８会計合計で、歳入総額１０８億２，２３８万８千円、歳出総額１０５億８５２万８千円となりました。
　企業会計については、水道事業において、選択と集中による事業運営を目指し、事業の効率化と経費削減に努めた結果、６７４万８千
円の黒字となりました。下水道事業は、施設の統廃合推進と事業の効率化に努めましたが、人口減少等の社会情勢変化等により使用料収
入だけでは賄えず、一般会計からの補塡を行う中で、１２万５千円の黒字となりました。病院事業は、新型コロナウイルス感染症対策を
強化し、入院、外来診療を行うとともに、陽性患者の入院受入れを継続しました。しかし、コロナ禍での病院経営環境は厳しく、
４，６０３万７千円の赤字となりました。
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***令和４年度決算の概要***
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○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）

9 環境性能割交付金 26,610 0.1 21,123 0.1 5,487

0.3

合　　　　　計

　市税は、市民税が２，８４９万１千円増加（前年度と比べ１．４％増）、固定資産税が６，２３４万８千円増加（前年度と比べ
２．９％増）となったことなどから、市税全体として１億７８２万５千円の増収（前年度と比べ２．２％増）となりました。
　地方交付税は１億２，５６０万円減少し、国庫支出金は、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金の減少等により、５億
３，５４３万２千円減少しました。
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）

　総務費はふるさと西脇「日本のへそ」基金積立金の増加等により３億７，１７６万６千円増加しました。民生費は子育て世帯へ
の臨時特別給付金の減少等により５億１，７４２万１千円減少し、消防費は防災行政無線設備整備事業の完了等により６億
６，８９６万円減少しました。
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）

　人件費は６，９３４万２千円減少し、普通建設事業費は防災行政無線設備整備事業の完了等により５億６，１８９万４千円減少
しました。また、補助費等は、新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する支援等により４億
４，０７２万２千円増加しました。
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

自主財源比率 (%)

実質公債費比率 (%)
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※自主財源比率とは、地方公共団体が自主的に確保できる財源の、歳入
に占める割合をいいます。地方税や使用料、手数料、財産収入等が自
主財源に当たります。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標化し、
資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済の負担が軽
いことを意味し、１８％以上の団体については、地方債の発行に際し

総務大臣等の許可が必要となります。
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※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政収入

額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均をいい

ます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判断できます。

・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９１．５％で、前年度より
４．２ポイント悪化しました。実質公債費比率については、０．７ポ
イント悪化しました。
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※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に

収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費に充当されたものが占める割合をいいます。
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）

　借入金である市債の一般会計の令和４年度末現在高は、１６億８１９万６千円減少（前年度と比べ６．８％減）し、企業会計を含めた
市全体では３５億２，４５５万４千円減少（前年度と比べ７．５％減）しました。
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145,200 1,500,512

23,810,154

令和３年度末

0

令和４年度中増減額

現在高 市債発行額 元金償還額 現在高

288,700 752,820病院事業

46,992,147

令和４年度末

4,441,600

181,141 1,313,868

0

2,434,473

0

22,201,958329,246 1,937,442

21,265,635

69,685

69,685

153,9001,341,109

69,685

23,112,308

69,685

特別会計

老人保健施設

水道事業

企業会計

12,825,560

43,467,593

7,126,2077,590,327

下水道事業 14,180,872

合　　　　計

20,014,386 20,141,423

24,259,425 23,810,154

22,201,958

17,983,947
16,706,064

15,461,893
14,180,872

12,825,560

1,787,077 1,650,173 1,491,099 1,341,109 1,313,868

8,843,382 8,321,052 8,163,505 7,590,327 7,126,207

336,675 251,763 162,829 69,685 00

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他

6



○　基金の状況

（単位：千円）

　貯金である基金の令和４年度末残高は、１１７億９，６９８万３千円で、前年度に比べ７億５，１４９万４千円増加しました。財政調
整基金は３億９，４３０万３千円増加しました。公共施設整備基金については、２億３，６３２万円積み立てた一方、市営住宅長寿命化
対策など公共施設の整備事業へ充当するため２億７，７１４万３千円取り崩しました。
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単位：千円

7


